
別記
第 1号様式 (第H条 、第13条、第14条関係)

浄レ

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 ( 新規 ―塚さ―ヨ尋)

日本たばこ産業株式会社  関 西工場
工場長 長 田 英宏京都市伏見区羽束師菱川町 351番 地

特定事業者の
主たる業種

たはこ裂這葉

該当する事業
者要件

rv―京都府地球温暖化対策条例施行規則第!0条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原高度閣頭
算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して31000トン以上))

「

岸

計 画 期 間 平成  18年 4 月 平成 2 0年 3 月

基 本 方 針 地球温暖4ヒ防止に回けて省エネル千一、燃料転換、夜問電力活用、低公害車の導入などを推進し、こ酸化炭素削減に取り組み、
全社の総量で平成7年度比20%削減する。また、二酸化炭素以外の温室効果ガスについても取り組みを図っていく。

推 進 体 制 各事業所では、会社環境行動計画に基づき、事業所環境行動計画を立て、エネルギー使用量や廃菜物発生量などの露
視・測定を行っている。また、事業所の環境管理委員会では、総括的に環境活動をチェックし、見直しを行っている。

年度ことの具
体的な取組及
び措置

年 度 設備、対象、工程 計 画 内 容

18～ 1 9 工場
大容量動力設桶の通正な容量への夏斯、台強制御の見直し等により電力使用量を原単位で2%以上削減
する。

18～ 19 工場
跳醍コスエシンン究電ま偏リフレイスト〕〃―ヒシ発電設備の導入、損水交き吸収式冷凍機の導入等、各紅合せに
よるエネ芹 ―削減効果を横蔵し、実施を計画する。

18～ 1 9 工場 製品製造工程の空親設備最適化の検討、実施により電力使用量を削減する。

18～ 20 支店 ・営業部 リース期間満了対象革を順次ほ公宮草へ切り替え、社有車の76%をほ公害車にする。

温軍効果刀ス
の排出量等 排出区分

基ff年度 (実積,
(16)年 度

(二酸化炭素演算 (t))

日棟年度 (計画)
(19)年 度

(二酸化炭素換算 (t))

削減 琴

(計画 )
(%)

A事 業所等排出区分 29,417 t 31i41l t 68 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 1       29,417t Ⅲ 2 t 68 %
その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

等 く二酸化炭承換算 (t

森林の保全及び整備 (整備面積) (吸収量) t

府内産の木材の利用 (利用量) rn, (削減曇) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電量) kwh 〈削減重) t

(熱供Fh4量) 〈削減量) t

グリーン電力の購入 (船入重) kTh (削減量) t

削減量等合計 t

差引排出量

(排出合計―削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
Ⅲ l 29 417 t Ⅲ2),(13,    31,4110 t 6 8 %

特 記 事 事 1  当 社の2U04年度二酸イヒ灰素,F出量実額は、1995年度比で工場 :186%、 オフィス :133%改 善してきています。
2 関 西工場の製造数量は年々増加しており、2007年度の見込みは2004年度実績の123倍 となっています。関西工場
の2007年度製造数量による原単位二酸化炭素排出量の見込みを2004年度比で13%削減としています。
3 全 社環境行動計画 (を0052008)と して2008年度の目標を以下のように策定しています。
①二酸化炭素排出量を総量で1995年度比で20%肖」滅  ② 国内たばこ事業の長距離輸送のモーダルシフト化率 (鉄道、
船舶)を 50%以上に維持  ③ 水の使用量の総量を1995年度比で40%削減  ④ 工場において廃菜物発生量を総量で、
2003年度比で8%削減、また工場、本社ではゼロエミッションを達成、オフィスでは再資源化率を60%以上に向上
③事務用品等のグリーン購入率を80%以上に向上  ⑥ 社員に対する環境教育プログラムの開発

連  絡   先 担 当 部 署

担 当 者 民 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号

注 1該 当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参カロさヨ■る事業者の方は レ 印の記入は不要です。
2「 基準年度」とは計画期間の前年度を、 「日標年度Jと は計画期間の最終年度をいいます。
3「 事業所等排出区分Jと は、京都市内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生するlR堂効果ガスを 「輸送車両JF出区分J
とは、自動Hl迎送事業者については使用の本拠の位密を京都府内とする車両の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物=
両又は旅客=両 の新出する損宣効果ガスを、 「その他排出区分Jと は、上氾以外の京稲府内における事業所等の事業活動に伴い発生する温宮効
果ガスをいいます。
4「 特配事項」には、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルギT原 単位C02排 出重、省エネ製品開発などfu者の温宮効
果ガス排出目け済への貢献、グリーン制達の採用、特定フロンなどの条例指定外の温宣効果ガスの削減などを記入してください。


